
様式９（添付１－３） 

 

令和４年度 帰国・外国人児童生徒等教育の推進支援事業 
（Ⅰ 帰国・外国人児童生徒等に対するきめ細かな支援事業） 

事業内容報告書の概要 
地方公共団体名【三重県教育委員会】    

  

令和４年度に実施した取組の内容及び成果と課題 

１．事業の実施体制（運営協議会・連絡協議会の構成員等） 

＜小中教育＞ 

  
＜高校教育＞ 

（８）高校生等に対する包括的な教育・支援 

〇 事業実施の関係者 

・ＮＰＯ法人（愛伝舎、伊賀の伝丸） 

・三重県国際交流財団 

・三重大学教育学部 

・三重県教育委員会「外国人生徒支援専門員」４人（ポルトガル語、スペイン語、フィリピノ語） 

・三重県教育委員会「日本語指導アドバイザー」１人 

   ・三重県教育委員会「就職実現コーディネーター」３人 

   ・三重県教育委員会事務局 高校教育課 

 

２．具体の取組内容  ※取り組んだ実施事項（１）～（１３）について、それぞれ記入すること 

（２）学校における指導体制の構築 

・ 「就学を支援する外国人児童生徒受入促進事業」補助事業により本県７市（桑名市、四日市市、鈴鹿市、亀山市、津市

、松阪市、伊賀市）において、拠点校等の受入体制や指導体制整備の支援を行った。 

・ 日本語指導が必要な外国人児童生徒が在籍する市町に、日本語指導及び母語支援が行える外国人児童生徒巡回

相談員(※1)を派遣(※2)し、県内のどの地域、学校においても外国人児童生徒の受入や指導が行えるよう支援を行っ

た。加えて、今年度から新たに配置した外国人児童生徒巡回支援員（※３）による翻訳支援や通訳支援を行い支援の

充実を図った。 

※1 外国人児童生徒巡回相談員の対応言語 

ポルトガル語対応7 名 スペイン語対応３名 タガログ語対応３名 

ビサイヤ語対応２名 中国語対応１名 

※2 １８市町へ派遣 



※3 スペイン語対応１名 タガログ語対応１名 

 

（３）「特別の教育課程」による日本語指導の実施  

 『外国人児童生徒検討会議』を開催し、県内の具体的な実践事例の情報を共有することにより、現在支援が必要な児童

生徒が在籍しない市町においても、「特別の教育課程」による日本語指導等の理解を図るとともに今後取り組んでいくモ

デル提示の機会となった。 

また、三重県の外国人児童生徒教育における成果と課題や本事業を受けている７市の成果報告書及び「特別の教育

課程」編成・実施計画の記入例等の資料提供による情報共有を行った。 

 

（４）成果の普及 

・ 外国人生徒支援にかかる情報交換会を実施し、各校における現状と課題の共有や関係機関からの支援情報

の提供を行い、関係者によるネットワークの構築と次年度の取組の充実を図った。 

・ 『外国人児童生徒検討会議』の開催 

・ 『令和３年度三重県教育研究指定校等成果報告書』を作成し、市町等教育委員会等に配付。 

 

（７）ICTを活用した教育・支援 

・ 日本語指導が必要な外国人児童生徒の受入の少ない小中学校等をモデル校とし、オンライン日本語教育による取

組を実施した。 

・ 集住市で行われている初期日本語指導教室の指導者が、教室に通うことができない児童生徒に対し日本語指導な

どの適応指導を行った。 

 

（８） 高校生等に対する包括的な教育・支援 

・ 日本語指導が必要な外国人生徒への学習支援や日本語習得の支援を行う「外国人生徒支援専門員」４人（ポ

ルトガル語、スペイン語、フィリピノ語）と「日本語指導アドバイザー」１人を拠点となる県立高等学校に配置し、学

習支援や進路相談など外国人生徒及び保護者への継続的な支援を実施した。 

・ 日本語指導を担当している教員向けに専門家による研修会を２回委託して実施し、指導方法のノウハウを学ん

だり、各校の課題等を共有したりした。 

・ 日本語指導が必要な外国人生徒に関する学習者情報等を引き継ぐため、関係中学校と進学先高等学校にお

いて、学習者情報や中学校での取組を高等学校に引き継ぐよう、市教育委員会や各高等学校に通知した。 

・ 日本の学校制度や働き方について理解を深めるため、外国人生徒を対象とした進学や就職に関するセミナー

を２校で実施した。セミナーの中では、外国にルーツを持つ方に講師を務めていただくなど、生徒が主体的に

参加できるよう工夫するとともに、セミナー実施校以外の希望する県立高等学校の教員、生徒、保護者にもオン

ラインライブ及びオンデマンド配信を行った。 

・ 外国人生徒が多数在籍する高等学校に、事業所での人事担当や外国人生徒支援への就職支援に経験のあ

る「就職実現コーディネーター」（３人）を配置し、外国人生徒の求人開拓等を行った。 

 

（10）日本語指導ができる、又は児童生徒等の母語が分かる支援員の派遣 

年３回、県内全ての市町の日本語指導が必要な外国人児童生徒の在籍数を調査し、市町の状況、要望に応じて外国

人児童生徒巡回相談員の派遣を 3,251 回（令和５年１月末現在）行った。また、外国人児童生徒巡回支援員を配置し、

翻訳支援や通訳支援を行った。 

＜外国人児童生徒巡回相談員の活動内容＞ 

・ 日本語指導などの適応指導の支援 

・ 学校と家庭の意思疎通を図るための支援（保護者支援等） 

・ 訪問校における国際理解教育のための支援 

・ 就学等に係る外国人児童生徒及び保護者等の相談対応 等 

＜外国人児童生徒巡回支援員の活動内容＞ 

・ 学校等からの文書の翻訳依頼への対応 

・ 学校訪問による日本語指導が必要な児童生徒等への通訳支援 

 



（13）その他 

外国人児童生徒教育専門員（ポルトガル語対応１名）の配置 

・ ポルトガル語による電話等による相談 

・ 学校からの文書の翻訳や通訳の依頼への対応 

３．成果と課題  ※取り組んだ実施事項（１）～（１３）について、それぞれ記入すること 

（２）拠点校の設置等による指導体制の構築 

○ 補助事業による財政的支援により、地域に応じた受入体制、指導体制の充実が図られた。 

○ 日本語指導が可能な巡回相談員の派遣により、散在地域においても支援体制の構築を促進できた。 

● 今後、日本語指導が必要な外国人児童生徒の在籍数及び在籍地域の増加が考えられるため、現在、行われてい

る県内集住市における指導体制のモデルを今後も普及していく必要に加え、日本語指導を行う外国人児童生徒巡

回相談員等を増員し、日本語指導及び適応指導の支援を強化する必要がある。 

 

（３）「特別の教育課程」による日本語指導の実施 

○ 先進地域の事例発表で「特別の教育課程」の情報共有を行うことにより、外国人児童生徒が在籍しない各市

町においても、「特別の教育課程」の編成や実施についての理解が広がった。 

● 「特別の教育課程」による日本語指導の確実な実施を図る必要がある。そのため、集合研修もしくはオンライン

研修による県内の実践事例を基にしたグループ協議等を引き続き実施し、日本語指導の充実を図る。 

 

（４） 成果の普及 

○ 県内の実践を報告書にまとめ、周知することで、外国人児童生徒等の在籍の有無に関わらず、外国人児童生徒等

の受入れ、「特別の教育課程」における指導方法等、具体的な取組内容の周知が進み、それぞれの市町に応じた取

組の参考とすることができた。 

〇 情報交換会に参加した教職員からは、「他の学校で取り組んでいることを、今後やってみようと思った。」や「生

徒だけでなく保護者への支援や交流にも取り組んでみたい。」等、前向きな意見が多く見られた。 

● 県内において日本語指導が必要な外国人児童生徒は増加傾向にあることに加え、集住化、散在化へ対応していく

必要性が考えられる。外国人児童生徒教育の推進を図っている市の実践を交流する場を引き続き設定し、より具体的

な実践例を提示することにより、県内の外国人児童生徒教育の推進に生かしていくことが必要である。 

 

（７）ICT を活用した教育・支援 

○ オンライン日本語教育が認知され、受講する児童生徒が増えた。 

〇 受講した生徒に日本語を習得する意欲や日本語能力の向上が見られた。 

● 業務委託していくための予算確保が難しくなってきている現状があり、委託ではなく、自前のオンライン日本語教育

の在り方を調査・研究していく必要がある。 

 

（８） 高校生等に対する包括的な教育・支援 

   〇 外国人生徒支援専門員及び日本語指導アドバイザーが授業へ参加して母語による学習支援を行ったことで、

授業を受けた外国人生徒のうち、94.9％が授業の理解が深まったと回答した。 

   〇 各学校の日本語指導担当教員対象の研修会を２回行い、実践的な指導方法や他県の取組実践を学び、生

徒への指導にいかすことができた。 

〇 セミナーに参加した生徒のアンケートからは、「先輩のようになりたい。」、「自分がこれからどういった行動をとる

のかを考えることができた。」、「今、取り組んでいる学習に前向きに取り組みたい。」といった感想が見られ、展望

を持って学ぶ意欲の向上につながった。 

〇 就職実現コーディネーターが、外国人生徒の就労に実績のある企業情報を学校へ提供するなど、生徒と企

業の間で、学校と連携した就職支援を実施したことで、日本語指導が必要な生徒の就職内定につながった。 



● 近年生徒の多国籍化多言語化が進み、外国人生徒支援専門員のような人的配置で対応しきれない場面が

増えつつあるので、早期の日本語習得への支援を行う必要がある。 

● 新型コロナウイルス感染症による経済状況の変化の中、外国人生徒一人ひとりの希望や特性を踏まえたうえ

で、求人開拓等の就職支援及びミスマッチのない就職実現による職場定着支援を行う必要がある。 

 

（10）日本語指導ができる、又は児童生徒等の母語が分かる支援員の派遣 

○ 経験豊富な外国人児童生徒巡回相談員を派遣し様々な支援を行うことにより、外国人児童生徒の日本語能力の向

上及び各学校における受入体制や日本語指導の充実につなげることができた。 

○ 翻訳支援や通訳支援を行う外国人児童生徒巡回支援員の配置により、学校と家庭の信頼関係構築を図ることがで

きた。 

● 外国人児童生徒巡回相談員の派遣及び外国人児童生徒巡回支援員による人的支援には限界があり、今後はより

一層の効果的、効率的な派遣計画を行うとともに、ICT 機器を活用した学習支援を拡充していく必要がある。 

 

（13）その他 

○ ポルトガル語での相談もあり、関係機関とも連絡を取りながら対応することにより、保護者等の不安感を和らげることが

できた。 

○ 文書翻訳では、市町及び学校からの要望に応じて、関係文書作成の支援を行うことができた。 

● 日本語指導が必要な生徒の高校進学率の増加に伴い、進路等に関わる支援等を必要とする保護者が増えてい

る。関係課との連携を密にし、保護者等の相談に対応できるよう取り組んでいく必要がある。地域・学校にも相談でき

ず、悩んでいる児童生徒や保護者がいると捉え、今後も広く児童生徒教育専門員による電話相談等の周知を図り、

外国人児童生徒及び保護者への支援の充実を図る必要がある。 

 

本事業で対応した幼児・児童
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４．その他（今後の取組予定等） 

・ 今後外国人児童生徒の在籍数や在籍地域の増加も考えられる。そのため、どの地域においても個に応じた支援ができ

るよう、受入体制や「特別の教育課程」における日本語指導の県内の事例を普及するとともに、オンラインでの日本語教

育の取組を進め、外国人児童生徒教育の体制を構築していく。 

・ 小中学校向けの外国人児童生徒巡回相談員を増員し、各市町への支援の充実を図る。 

・ 母語での教育相談体制の強化、ポルトガル語対応以外の言語の追加 

 

・ 各高校における日本語指導充実のための日本語学習に係る研修会の実施 

・ 外国人生徒支援専門員の母語による学習支援の継続 

・ 日本語指導アドバイザーによる生徒への日本語指導と各校の日本語担当教員への助言等の継続 

・ 高校生対象の進学・就職に係るセミナーの実施 

・ 就職実現コーディネーターによる就職の実現と職場への定着 

・ 定期的な情報交換会の開催と外部支援機関と高校との連携の推進 

 

※ 枠は適宜広げること。（複数ページになっても差し支えない） 成果物等があれば別途提出すること。 

※ 事業内容報告書の概要は、担当者・連絡先欄を除き、様式９（添付１）の５．成果イメージ資料のポンチ絵

と併せて、文部科学省ホームページで公開する。 


